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学則の変更の趣旨等を記載した書類  

ア 学則変更（収容定員変更）の内容

 佐賀女子短期大学学則第 3 条に定める学科等の入学定員及び収容定員を以下のとおり減

じる。  

学科  

現行  令和 4 年 4 月 1 日  

入学定員  収容定員  入学定員  収容定員  

地域みらい学科  130 名  260 名  110 名  220 名  

こども未来学科  80 名  160 名  80 名  160 名  

計  210 名  420 名  190 名  380 名  

イ 学則変更（収容定員変更）の必要性

 本学地域みらい学科では現在、栄養士養成をおこなう食とヘルスマネジメントコースと

介護福祉士養成をおこなう福祉とソーシャルケアコースに加え、韓国語学習と多文化理解

を深める韓国語文化コースと社会人に必要とされる英語と IT スキルを同時に学ぶグロー

バル共生 IT コースの 4 コースを展開している。学科の入学定員を 130 名として、各種免

許資格に関連しては、栄養士養成分野で 30 名、介護福祉士養成分野で 40 名を上限とし、

それ以外の 2 コースで 60 名を充足するとの計画で学生を募集してきた。今回、栄養士養

成課程である食とヘルスマネジメントコースを募集停止し、韓国語文化コースとグロ－バ

ル共生 IT コースに加えて、司書アーカイブズコースを新設し 3 コース合計で 70 名の入学

者を見込み、福祉とソーシャルケアコースの 40 名と併せて、学科の入学定員を 110 名へ

と変更する。  

これまでも免許・資格の取得を希望する学生は、社会情勢の変化に伴ってその人数を増

減させてきたが、今日ではこの両免許・資格とも、総じてピーク時より希望する学生の数

を減らし続けている。介護福祉士養成分野では学生の介護職離れが進んではいるものの、

介護職者の社会的ニーズの高まりがあって、自治体や地域の職域団体と連携して、外国人

の資格取得希望者を留学生として受け入れ、定員をある程度充足させてきた経緯がある。

一方で、栄養士養成分野では、希望者の減少の影響を直接受けており、本学でも学生数の

減少の中、定員規模を縮小しながら栄養士養成を継続してきた。  

高度に専門化した現代社会では、専門職に就くに当たっても、より高度な資格や免許等

が求められるようになっている。栄養士資格には管理栄養士資格が新設され、4 年制大学

を卒業することが主要な受験資格となっている。この 2 つの資格は住み分けがなされてお

り、新設された管理栄養士だけが臨床栄養分野においてその専門性を発揮することが認め

られている。現代は食生活が多様化し、人々の健康志向が高まっており、成人病などの健

康問題も社会問題化していく中で、臨床栄養の分野へのニーズが急速に増大した結果、多
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くの受験生は栄養士ではなく、管理栄養士を養成できる４年制大学を志向するようになっ

ている。栄養士に対する社会的必要性が減った訳ではないものの、短期大学の栄養士養成

課程では定員を集めることが難しくなっている。 

本学の付属高校には食物科において調理師を養成している。これまでは卒業後、本学

の栄養士養成課程へ多くの生徒が進学していた。近年、短期大学へ進学し栄養士の取得を

希望する生徒の減少傾向が見られ、付属高校からの進学者に大きく依存してきた食とヘル

スマネジメントコースにおいては、これも入学者の減少につながっている。

食とマネジメントコースでは教員定数を維持するため、これまでも幾度か教員の公募を

行ってきたが、このところ教員を募集しても応募者がいないか、もしくは短期大学の教員

としては実績等が不足したものしか応募して来ないといった状況が続いている。教育水準

を維持するには、教員の質も重要な問題と認識しており、こうして全国に公募しても教員

充足に支障のある現状も募集停止の判断の一助となった。  

 このコースは実習や演習形態の授業の比率が多く、そのため施設・設備の維持や向上も

教育運営上の課題となっている。これまでも必要な施設・設備の更新は随時おこなってき

たが、栄養士養成課程設置後 53 年が経過し、そろそろ大規模な補修や設備等の更新に迫

られている。現時点での学生数と今後の定員充足の見込みからは今後の大規模な補修や設

備の更新は困難であり、養成課程の存続は困難との判断に傾いた。  

 このコースは長年にわたり地域へ多くの栄養士を送り出すとともに、また地域みらい学

科の中では最も積極的に地域連携活動を推進しており、県内自治体や企業、学校と連携し

商品やメニューの開発や提案をおこなってきた実績もある。本学の栄養士養成が地域の中

で一定の役割を果たしてきたこれまでを改めて振り返ったとき、食とヘルスマネジメント

コースの募集停止は苦渋の決断であった。しかし、これからも地域みらい学科設置の基本

理念である「多様な職種が協働しながら地域の未来を創造する」という姿勢を改めて確認

しながら、本学の教育資源を活用して新たな価値を創造し、教育や地域貢献につなげるべ

く努力する所存である。  

 他方、韓国語文化コースとグローバル共生 IT コースに関しては、我が国の韓国文化ブ

ームに伴い、韓国をはじめとする近隣諸国への興味や関心を持つ高校生が増えており、少

しずつではあるが志願者を増やしてきた。また、グローバル共生 IT コースは、前身のキャ

リアデザイン学科から司書養成のための教員やカリキュラムを引き継ぐ一方で、地域みら

い学科に移行した後、一般企業への学生の就職等に配慮する目的で IT デザイン分野の学

びも開拓してきている。今回はこうした人材養成の目標やカリキュラムを整理するために、

グローバル共生 IT コースから司書養成を分離し、多文化共生という 3 コース共通の理念

の元で、図書館司書と情報アーカイブ分野で求められる人材を排出することを人材養成の

目標とした司書アーカイブズコースを新設する。  

ウ 学則変更（収容定員変更）に伴う教育課程等の変更内容

(ｱ) 教育課程の変更内容について

食とヘルスマネジメントコースは募集停止をおこなうが、教育課程は在学生が卒業する

時点までそのまま維持する。これに関して、定員変更を理由とした変更はおこなわない。  
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司書アーカイブズコースのカリキュラムに関しては、韓国語文化コースとグローバル共

生 IT コースと基幹科目を共通化し、従来の司書資格取得のためのカリキュラムをグロー

バル共生 IT コースより移動させ構成するため、定員変更に伴う教育課程の変更はおこな

わない。  

収容定員変更とは別に、次年度より短大全体の基礎教育科目と地域みらい学科の学科共

通科目に関しては再編成を実施する。基礎教育科目では、留学生の増加に伴い日本語運用

能力強化が必須の課題となっていることに伴い日本語科目の充実や、教養教育の全体像の

見直しの結果として、文理横断型のリベラルアーツ教育の導入などを予定している。  

(ｲ) 教育方法及び履修指導方法の変更内容  

食とヘルスマネジメントコースの募集停止に関しては、在籍している学生が卒業するま

では授業実施におけるクラス編成や科目の選択・必修に関しても従来通りとしており、教

育方法及び履修指導方法の変更はおこなわない。  

新設される司書アーカイブズコースの教育方法と履修指導方法に関しては、従来からの

韓国語文化コースとグローバル共生 IT コースと基幹科目や担当教員が共通する関係上、

履修や必修・選択の別については原則としてこれらの 3 コースにて共通でおこなわれるた

め、クラス編成や科目の選択・必修に関しても大きな変更はない。  

(ｳ) 教員組織の内容変更について  

食とヘルスマネジメントコースに関しては、各領域 1 名ずつ 4 名の専任教員と 3 名の助

手を配置しており、コース在籍者がすべて卒業するまでこの教員組織は維持する。  

司書アーカイブズコースには韓国語文化コース、グローバル共生 IT コースと合わせて 6

名の専任教員を配置する。  

学科としての専任教員数は短期大学設置基準を十分に満たしており、介護福祉士養成課

程における指定規則上の教員数も満たしている。  

(ｴ) 大学全体の施設・設備の変更内容  

地域みらい学科の収容定員の変更に伴った施設設備の変更はおこなわない。また、短期

大学全体についても、大きな変更をおこなう予定は現時点ではない。これまで同様、学生

からの意見聴取等も実施し、さらなる教育環境の整備・改善をおこなっていく。  
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1通 1 ○ 1 1 兼1 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

1通 1 ○ 兼1 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

1前 2 ○ 3

1後 1 ○ 1

1後 1 ○ 4 6 3 共同

1前 2 ○ 兼1

1後 2 ○ 兼1

1通・2通 1 ○ 1 1 集中

－ 6 5 0 4 6 3 0 0 兼3 ―

1前 1 ○ 1 兼2

1後 1 ○ 1 兼2

1前 1 ○ 兼1

1後 1 ○ 兼1

1前 1 ○ 兼1

1後 1 ○ 兼1

1前 1 ○ 兼1

1後 1 ○ 兼1

－ 0 8 0 0 1 0 0 0 兼5 ―

1通 1 ○ 兼2

1通 1 ○ 兼2 集中

－ 0 2 0 0 0 0 0 0 兼2 ―

1前 1 ○ 1 1

1後 1 ○ 1 1

1前 2 ○ 1

1後 2 ○ 1 1 集中

1後 1～3 ○ 1 1 集中

1後 2 ○ 1

2前 2 ○ 1

2前 2 ○ 兼1

2前 1 ○ 3 5 3

2後 2 ○ 3 5 3

－ 5 11～13 0 3 5 3 0 0 兼1 －

人間関係とコミュニケーションⅠ 1後 2 ○ 1

人間関係とコミュニケーションⅡ 2前 2 ○ 1

1前 2 ○ 1

1後 2 ○ 1

1通 4 ○ 1

1通 4 ○ 1 兼1 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

2通 4 ○ 1

1前 1 ○ 1 兼1 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

1後 1 ○ 1 兼1 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

2通 4 ○ 1 2
ｵﾑﾆﾊﾞｽ・
共同(一部)

1前 2 ○ 兼1

1前 2 ○ 1 1 共同

1後 2 ○ 1 1 共同

2前 2 ○ 1

1前 2 ○ 1

1後 1 ○ 2 2 共同

2前 1 ○ 2 2 共同

2後 2 ○ 2 2 共同

1通 2 ○ 2 2 共同

小計（10科目） －

介護過程論

介護過程演習Ⅰ

介護過程演習Ⅱ

介護過程演習Ⅲ

介護総合演習Ⅰ

専
門
教
育
科
目
（

福
祉
と
ソ
ー

シ
ャ

ル
ケ
ア
コ
ー

ス
）

社会の理解Ⅰ

社会の理解Ⅱ

介護の基本Ⅰ

介護の基本Ⅱ

介護の基本Ⅲ

介護コミュニケーション技術Ⅰ

専
門
教
育
科
目
（

学
科
共
通
）

情報リテラシーⅠ

情報リテラシーⅡ

人間の尊厳と自立

インターンシップ

海外研修

身体表現Ⅰ

身体表現Ⅱ

カウンセリング論

卒業研究Ⅰ

介護コミュニケーション技術Ⅱ

生活支援技術総論

生活支援技術Ⅰ(生活環境・家事)

生活支援技術Ⅱ(身じたく・移動・入浴)

生活支援技術Ⅲ(排泄・食事・睡眠)

生活支援技術Ⅳ(ターミナルケア)

卒業研究Ⅱ

日本語Ⅱ

小計（8科目） －

保
健
体

育
科
目

体育理論

体育実技

小計（2科目） －

小計（8科目） －

外
国
語
科
目

英語Ⅰ

英語Ⅱ

韓国語Ⅰ

韓国語Ⅱ

中国語Ⅰ

中国語Ⅱ

日本語Ⅰ

基
礎
教
育
科
目

旭の女性とみらい

キャリア入門

アカデミック・スキルズ

データサイエンスの基礎

地域みらい学

リベラルアーツⅠ

リベラルアーツⅡ

ボランティア実践

別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（地域みらい学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

1
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別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（地域みらい学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

2通 2 ○ 2 2 共同

1通 6 ○ 2 2 集中･共同

2前 4 ○ 2 2 集中･共同

1通 4 ○ 1

2通 4 ○ 1

1後 2 ○ 1

2前 2 ○ 1

1前 2 ○ 1

2前 2 ○ 1

1後 2 ○ 1

2前 2 ○ 1 兼1 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

2通 4 ○ 1

2後 1 ○ 1

2前 2 ○ 兼1

2後 1 ○ 兼1

2前 1 ○ 1 集中

－ 0 83 0 0 2 3 0 0 兼6 －

1前 2 ○ 3 3 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

1後 2 ○ 1

2前 2 ○ 1 2 集中

1前 2 ○ 1

1後 2 ○ 兼1

1前 2 ○ 2 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

1後 2 ○ 1 1 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

2前 2 ○ 2 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

1前 2 ○ 1

1後 1 ○ 兼1

1前 2 ○ 1

2後 2 ○ 1

2前 2 ○ 1

2後 2 ○ 1

1後 2 ○ 兼1

2前 2 ○ 1 兼1 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

1後 2 ○ 1 兼1 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

－ 0 33 0 3 3 0 0 0 兼4 －

1前 2 ○ 1 兼1

1後 2 ○ 1 兼1

1前 2 ○ 1 兼1

1後 2 ○ 1 兼1

1前 2 ○ 1 兼1

1後 2 ○ 1 兼1

1前 2 ○ 1 兼1

1後 2 ○ 1 兼1

1前 1 ○ 兼1

1後 1 ○ 兼1

2前 2 ○ 1

2後 2 ○ 兼1

2前 2 ○ 兼1

2後 2 ○ 兼1

1前 1 ○ 兼1

1後 1 ○ 1

1前 1 ○ 兼1

－

専
門
教
育
科
目

（
韓
国
語
文
化
コ
ー

ス
･
グ
ロ
ー

バ
ル
共

生
I
T
コ
ー

ス
･
司
書
ア
ー

カ
イ
ブ
ズ
コ
ー

ス
共
通

）

専
門
教
育
科
目

（
韓
国
語
文
化
コ
ー

ス

）

小計（17科目）

中級韓国語Ⅱ

ビジネス韓国語Ⅰ

ビジネス韓国語Ⅱ

TOPIKⅠレベルアップ講座Ⅰ

TOPIKⅠレベルアップ講座Ⅱ

TOPIKⅡレベルアップ講座Ⅰ

韓国語（聞く）Ⅱ

韓国語（話す）Ⅰ

韓国語（話す）Ⅱ

韓国語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅠ

韓国語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅡ

中級韓国語Ⅰ

業界研究

韓国語（書く）Ⅰ

韓国語（書く）Ⅱ

韓国語（読む）Ⅰ

韓国語（読む）Ⅱ

韓国語（聞く）Ⅰ

韓国文化研究Ⅰ

韓国文化研究Ⅱ

英米文化

世界の神話

地域職場研究Ⅰ

地域職場研究Ⅱ

すぐ使える英会話（応用）

日本の文化Ⅰ

日本の文化Ⅱ

日本の文学

日本の歴史

日本文化演習（礼法・茶道）

福祉メイク

福祉メイク実習

国際福祉研究

小計（35科目） －

多文化共生の理解

アカデミック・スキルズ(応用）

海外インターンシップ

すぐ使える英会話（基礎）

認知症の理解Ⅰ

認知症の理解Ⅱ

障害の理解Ⅰ

障害の理解Ⅱ

医療的ケア(講義)

医療的ケア(演習)

介護実習Ⅰ

介護実習Ⅱ

こころとからだのしくみⅠ

こころとからだのしくみⅡ

発達と老化の理解Ⅰ

発達と老化の理解Ⅱ

介護総合演習Ⅱ

専
門
教
育
科
目
（

福
祉
と
ソ
ー

シ
ャ

ル
ケ
ア
コ
ー

ス
）
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別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（地域みらい学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

1後 1 ○ 兼1

2前 2 ○ 兼1

2後 1 ○ 兼1

1後 2 ○ 1

2後 3～5 ○ 1 集中

－ 0 38～40 0 1 2 0 0 0 兼4 －

1前 2 ○ 兼1

1前 1 ○ 兼1

1通 2 ○ 兼1

2通 2 ○ 兼1

1通 2 ○ 兼1

2前 1 ○ 兼1

2後 1 ○ 1

1前 2 ○ 兼1

1前 2 ○ 兼1

1後 2 ○ 1

2前 2 ○ 1

1前 2 ○ 兼1

1前 3 ○ 兼1

1通 2 ○ 1 兼1 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

2通 3 ○ 1

1前 1 ○ 1

1後 1 ○ 1

1前 1 ○ 1

2前 2 ○ 兼1

2後 2 ○ 兼1

1前 2 ○ 兼1 集中

2前 2 ○ 1

2後 2 ○ 1

1前 2 ○ 兼2

1後 2 ○ 兼2

2前 2 ○ 1

1前 2 ○ 1

1後 2 ○ 1

2後 2 ○ 1

－ 0 54 0 2 2 0 0 0 兼15 －

1後 2 ○ 1

2後 2 ○ 1

1前 2 ○ 1

1前 2 ○ 兼1

1前 2 ○ 兼1

1前 2 ○ 兼1

1後 2 ○ 兼1

1後 2 ○ 1

1前 2 ○ 兼1

1前 2 ○ 兼1

1後 2 ○ 兼1

1後 2 ○ 兼1

1前 2 ○ 兼1

1前 2 ○ 兼1

1後 1 ○ 兼2 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

1後 1 ○ 兼1

専
門
教
育
科
目

（
韓
国
語
文
化
コ
ー

ス

）

特別支援教育概論

教育課程論

情報サービス論

図書館情報資源概論

学校図書館サービス論

学習指導と学校図書館

読書と豊かな人間性

学校経営と学校図書館

専
門
教
育
科
目

（
司
書
ア
ー

カ
イ
ブ
ズ
コ
ー

ス

）

English Presentation

English Drama

日本語検定講座Ⅰ

日本語検定講座Ⅱ

日本語検定講座Ⅲ

日本語表現（基礎）

国際交流演習Ⅰ

国際交流演習Ⅱ

グローバルコミュニケーション

Oral CommunicationⅠ

Oral CommunicationⅡ

TOEICレベルアップ講座

アーカイブズ概論

アーカイブズ研究

生涯学習概論

図書館概論

図書館サービス概論

児童サービス論

日本語表現（応用）

ビジネス日本語

小計（29科目）

教育学

教育心理学

デザイン概論

デザインスキル基礎

グラフィックデザイン概論

－

専
門
教
育
科
目

（
グ
ロ
ー

バ
ル
共
生
I
T
コ
ー

ス

）

TOPIKⅡレベルアップ講座Ⅱ

ハングル検定講座

韓国語翻訳・通訳

韓国の歴史と社会

長期インターンシップ

小計（22科目）

情報処理技術基礎論

情報処理技術応用論

メディア概論

サービスデザイン概論

プロトタイプ演習

サービスデザイン設計

グラフィックデザイン演習

WEBデザイン概論

WEBデザイン演習Ⅰ

WEBデザイン演習Ⅱ

ITコミュニケーション概論

情報処理技術概論

－
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（地域みらい学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

－ 0 30 0 0 1 0 0 0 兼8 －

2後 2 ○ 兼1

1通 2 ○ 兼1

2前 1 ○ 兼1

2前 1 ○ 1

1後 2 ○ 兼1

2前 2 ○ 兼1

2後 1 ○ 1

2後 1 ○ 1

2前 1 ○ 1 集中

－ 0 0 13 1 1 0 0 0 兼4 －

2後 2 ○ 兼1

2前 1 ○ 兼1

2通 1 ○ 兼1 集中

－ 0 0 4 0 0 0 0 0 兼2 －

－ 11 264～268 17 4 6 3 0 0 兼44 －

　　　に授与する学位を併記すること。

　（３）「卒業・修了要件及び履修方法」の欄には，当該専門職大学の卒業要件及び履修方法に加え，前期課程の修了要件及び履修

　　　方法を併記すること。

　演習等については「演習」又は「実験・実習」の欄に「連」の文字を記入すること。

６　課程を前期課程及び後期課程に区分する専門職大学若しくは専門職大学の学部等を設置する場合又は前期課程及び後期課程に区

　分する専門職大学の課程を設置し，若しくは変更する場合は，次により記入すること。

　（１）各科目区分における「小計」の欄及び「合計」の欄には，当該専門職大学の全課程に係る科目数，「単位数」及び「専任教

　　　員等の配置」に加え，前期課程に係る科目数，「単位数」及び「専任教員等の配置」を併記すること。

　（２）「学位又は称号」の欄には，当該専門職大学を卒業した者に授与する学位に加え，当該専門職大学の前期課程を修了した者

　ようとする場合若しくは届出を行おうとする場合，大学等の設置者の変更の認可を受けようとする場合又は大学等の廃止の認
可を　受けようとする場合若しくは届出を行おうとする場合は，この書類を作成する必要はない。

３　開設する授業科目に応じて，適宜科目区分の枠を設けること。

４　「授業形態」の欄の「実験・実習」には，実技も含むこと。

５　「授業形態」の欄は，各授業科目について，該当する授業形態の欄に「○」を記入すること。ただし，専門職大学等又は専
門職　学科を設ける大学若しくは短期大学の授業科目のうち，臨地実務実習については「実験・実習」の欄に「臨」の文字を，連携実務

（注）

１　学部等，研究科等若しくは高等専門学校の学科の設置又は大学の学部若しくは大学院の研究科又は短期大学の学科における
通信　教育の開設の届出を行おうとする場合には，授与する学位の種類及び分野又は学科の分野が同じ学部等，研究科等若しくは高
等専　門学校の学科（学位の種類及び分野の変更等に関する基準（平成十五年文部科学省告示第三十九号）別表第一備考又は別表第
二備　考に係るものを含む。）についても作成すること。

２　私立の大学の学部若しくは大学院の研究科又は短期大学の学科若しくは高等専門学校の収容定員に係る学則の変更の認可を
受け

卒 業 要 件 及 び 履 修 方 法 授業期間等

基礎教育科目・外国語科目・保健体育から10単位以上、所属するコース
の専門教育科目から46単位以上、専門教育科目（学科共通）及びその他
のコースの専門教育科目から6単位以上、計62単位以上修得すること。
（履修科目の登録の上限：25単位（半期）。但し、介護福祉士資格取得
の場合を除く。）

１学年の学期区分 ２期

１学期の授業期間 １５週

１時限の授業時間 ９０分

合計（159科目） －

学位又は称号
短期大学士
（介護福祉学）
（多文化共生学）

学位又は学科の分野 社会学・社会福祉学関係、文学関係

小計（9科目） －
資
格
講
習
科
目

レクリエーション理論

レクリエーション活動援助法

レクリエーション実習

小計（3科目） －

図
書
館
に
関
す
る
科
目

図書館制度・経営論

図書館情報技術論

情報サービス演習Ⅰ

情報サービス演習Ⅱ

情報資源組織論

情報資源組織演習

図書館基礎特論

図書館サービス特論

図書館実習

小計（16科目） －

専
門
教
育
科
目

（
司
書
ア
ー

カ
イ
ブ
ズ
コ
ー

ス

）

4
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学生確保の見通し等を記載した書類 

 

（１）学生確保の見通し及び申請者としての取組状況 

①学生の確保の見通し 

ア 定員充足の見込み 

今回の届出は「地域みらい学科 食とヘルスマネジメントコース」の募集停

止に伴う「地域みらい学科」の収容定員の変更であり、【資料１】【資料２】の

とおり、本学の入学者は、ほぼ毎年減少しており、併せて定員削減も行ってい

るという現状である。 

一時的な入学者増が見られた年もあるが、《表１》学校基本調査が示すよう

に、約 30 年で短期大学の学生数は 1993 年度の 530,294 人をピークに 2021

年度は 102,231 人まで減少し 19％比（－81％）となっている。短期大学の進

学率も 1994 年度の 13.2％をピークに 2020 年度は 4.2％まで減少し 32％比

（－68％）となっている。さらに、短期大学の学校数も 1996 年度の 598 校を

ピークに 2021 年度は 315 校まで減少し 53％比（－47％）となっている。こ

のように、短期大学は高等教育を行う学校種において厳しい状況が続いてい

る。 

地域みらい学科については、この５年間、《表２》2018 年度を除き、定員充

足率は 0.80 を超えているが、これは《表３》外国人留学生の入学者の大幅な

増加によるものであり、外国人留学生の伸びに比して日本人学生は減少しつ

つある。日本人学生のみの比率では 2021 年度は 0.66 とさらに減少し、3 年連

続 0.80 を割る結果となった。少子化に影響される 18 歳人口の減少だけでな

く、短期大学の学生数および進学率の低下に加え、本学が位置する九州地区で

は、九州第一の大都市である福岡県が隣接しているという外的要因も大きい。

今や若年女性の人口比が日本一となった福岡市に、僅か 60 分以内の通学圏内

であるという立地的条件が大きく影響しているといえる。 

この状況を踏まえ、2022 年度の動向を予測しているが、入学者が増えると

いう可能性は低い。今後の減少要因の一つに、「地域みらい学科 福祉とソーシ

ャルケアコース」の殆どを占める外国人留学生が、大きくコロナ禍の影響を受

けていることや、コロナ終息後にも入学状況が好転するかどうか不明である

点が挙げられる。また、付属高校の食物科から進学者の低迷により《表４》《表
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５》「地域みらい学科 食とヘルスマネジメントコース」の募集停止で 30 名の

定員が浮いた点である。この定員 30 名を埋め合わせすることは困難であり、

2022 年度の入学試験において、《表６》入学定員を 130 名から 110 名に変更

して現実に即して対応することとした。なお、《表７》現時点での学校推薦型

選抜試験Ⅰ期の入学試験から、今後の入学者数を予測すると、昨年度と同数

29 名を最大値として入学すると仮定しても 0.80 を切る可能性もでてきてい

るが、学生募集対策により、2023 年度以降に 0.80 を超えることは可能である

と判断し 30 名ではなく 20 名減の定員を設定した。 

《表１》学校基本調査（速報）より抜粋 

 学生数 進学率 学校数 

ピーク時 530,294 人 13.2％ 598 校 

現時点 102,231 人 4.2％ 315 校 

割合 0.19 0.32 0.53 

減少率 －81％ －68％ －47％ 

※進学率のみ 2020 年度 

《表２》地域みらい学科の入学定員・入学者数の推移【資料１】抜粋 

年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 

入学者数 108 72 119 108 116 

定 員 130 130 130 130 130 

充足率 0.83 0.55 0.92 0.83 0.89 

※小数点第３位を四捨五入 

《表３》地域みらい学科の外国人留学生数の入学者の推移 

年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 

入学者数 108 72 119 108 116 

日本人 102 68 90 79 77 

日本人比率 0.94 0.94 0.76 0.73 0.66 

留学生 6 4 29 29 39 

留学生比率 0.06 0.06 0.24 0.27 0.34 

※小数点第３位を四捨五入 

《表４》食とヘルスマネジメントコースの入学定員・入学者数の推移 

年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 

入学者数 28 16 20 22 12 

定 員 30 30 30 30 30 

充足率 0.93 0.53 0.67 0.73 0.40 

※小数点第３位を四捨五入 
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《表５》食とヘルスマネジメントコースの入学状況 

 2020 年度 2021 年度 増減 

入学者数 22 12 ▲10 

一般学生 7 9 2 

付属高校からの学生 12 0 ▲12 

委託訓練生 1 3 2 

外国人留学生 2 0 ▲2 

定 員 30 30  

充足率 0.73 0.40 ▲0.33 

※小数点第３位を四捨五入 

《表６》2022 年度の地域みらい学科の入学定員 

学科 コース 2021 年度 2022 年度 

地域みらい 

食とヘルスマネジメント 30 募集停止 

福祉とソーシャルケア 40 40 

韓国語文化 
60 

70 グローバル共生ＩＴ 

司書アーカイブズ※2022 年度新設  

入学定員  130 110 

《表７》2022 年度の地域みらい学科の入学者予測（2021 年 12 月 1 日現在） 

入試 2021 年度  入試 2022 年度 

推薦Ⅰ期までの入試 87  推薦Ⅰ期までの入試 43 

（日本人） （63）  （日本人） （35） 

（留学生） （24）  （留学生） （ 8） 

推薦Ⅰ期以降の入試 29  推薦Ⅰ期以降の入試 未定 

入学者数 116  入学手続者 43 

↓ 入学定員 130 名の場合 
   入試 2022 年度 

   推薦Ⅰ期までの入試 43 
   推薦Ⅰ期以降予測数 ～29 

   入学予測数 ～72 
   入学定員 130 
   充足率 ～0.55 

↓ 入学定員 110 名の場合 
   入試 2022 年度 

   推薦Ⅰ期までの入試 43 
   推薦Ⅰ期以降予測数 ～29 

   入学予測数 ～72 
   入学定員 110 
   充足率 ～0.65 



5 
 

イ 定員充足の根拠となる客観的なデータの概要 

＜１＞定員充足のための方策 

（1）各コースの特色をＰＲ 

アで述べたように厳しい条件下であるが、地域みらい学科は、「福祉とソー

シャルケアコース」「韓国語文化コース」「グローバル共生ＩＴコース」の他、

2022 年度新設の「司書アーカイブズコース」の４コースを有している。この

学科の特色は、佐賀県内唯一であり、かつ九州の短期大学の中でも特筆すべき

ものであると自負している。2022 年度入学試験においては、コロナ禍の影響

もあり、志願者が減少しているが、各コースにおいて以下の内容から、2023

年度においては定員充足率を 0.70～0.90 の範囲として、学科で 0.80 以上を可

能として予測数を立てている。 

〇福祉とソーシャルケアコース 

介護福祉士養成課程のコースであり、全国的に介護福祉士養成校の定員は

過半数を割っている状況に加え、募集停止を行う学校も増えてきているのは

周知の事実である。ただし、介護福祉士の低迷について、佐賀県が本腰を上げ、

委託訓練生を発足させ、社会人としての入学者の学費を全額負担するという

画期的な試みを行っていることは、本学にとって朗報である。まだ、この委託

訓練生制度については世間への認知度が低く、自治体やハローワークを中心

に行っているものであるが、本学でも卒業生や各種の地域連携の場を利用し

て、本学としてのＰＲ広報と募集を開始している。また、国内の日本語学校と

2021 年度入学試験から指定校推薦入試を導入し、2022 年度入学試験からは

さらに指定校を増やして対処している。国外についてはミャンマーの日本語

学校と提携し留学生の受け入れを行っており、2021 年度は国内からの留学生

も含め 38 名が入学したが、現時点では 12 名が入国待機となっており、現時

点では留学生の入学予定者は８名と低迷している。2023 年度はコロナ禍回復

により、志願者が回復すると予想している。 

〇韓国語文化コース 

短期大学として全国初の韓国の大学とのダブルディグリープログラムを導

入し、2017 年に全国で８番目となる韓国文化研究の拠点地となる韓国文化研

究センターを設置するなど韓国教育では九州の他の短期大学にない特色を持

っている。95％の入学者が韓国留学を希望しており、最難関の TOPIK６級を
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在学中に取得する学生も多く、２年間で高度な語学力を身に付けることがで

きるため、2021 年には学内設定の定員 30 名を大きく超える 38 名もの入学者

となった。2022 年においては、コロナ禍による留学先への渡航が危惧された

ことを受けて志願者が減少したと考えられるが、2023 年度はコロナ禍回復に

より、志願者が回復すると予想している。 

〇グローバル共生ＩＴコース 

多文化理解、英語を中心とした外国語学習、ＩＴに関する技術や情報、デザ

イン分野など多岐に渡る専門を学ぶことができるため、実践力を身に付けた

就職を売りとしている。国内外インターンシップや国内外のグローバル体験

がコロナ禍により中止となったことから、オープンキャンパス等での売りを

欠いたことが 2022 年度の志願者が減少したと考えられるが、2023 年度はコ

ロナ禍回復により、志願者が回復すると予想している。 

〇司書アーカイブズコース 

2022 年度新設のコースで、近年の司書希望の増加（2021 年度 15 名）から、

グローバル共生ＩＴコースから独立させたコースである。重要な文書を保存

するためにアーカイブズ設置が地方自治体や大学や企業でも進んでおり、企

業でも対応できるべくアーカイブズの技術まで修得させるコースを発足した。

アーカイブズという言葉自体が高校生にとっては耳慣れない言葉であるが、

コロナ禍において、オープンキャンパス等で卒業生や現場の司書から直接語

ってもらう機会が失われたため、志願者数が伸びなかったと言える。2023 年

度以降はアーカイブズの認知度も高まり、志願者が回復すると予想している。 

（2）留学生対策 

コロナ禍による外国人留学生の減少は一時的なものと考えており、以下の

２つの方法での挽回を図ることとする。 

〇指定校推薦の導入と拡大 

2021 年の新型コロナウイルスの感染拡大により、各大学が遠隔授業に切り

替えると同時に、本学は国内の近隣の日本語学校に対して、受験料半額

（14,000 円の減免）を特典とした指定校推薦を導入した。この結果、《表８》

ミャンマーを除く日本語学校から６名が指定校推薦として入学し、最終的に

10 名増の 39 名の入学者となった。 
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2022 年度入試においてはさらに指定校を拡大し、対象校を 18 校として 11

校追加したが、コロナ禍における日本語学校自体の学生数が大幅減少または

皆無に等しくなり、対象となる母数が急減したため現時点での入学予定者が 8

名と減少している。2023 年度はこの指定校の浸透と日本語学校の母数が増え

ることや、指定校対象校を九州以外にも広げて 25 校 70 名の指定校を追加す

ることで入学者は増加すると考えている。 

《表８》外国人留学生の指定校推薦校数と入学者数（令和３年 12 月 1 日現在） 

 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

指定校  ７校 17 名 18 校 53 名 25 校 70 名 

指定校による入学者数  3 校 6 名 4 校 5 名  

留学生の入学者数 29 名 39 名 現 8 名  

〇奨学金制度の見直し 

2021 年度の入試までは、私費留学生については入学金全額免除（200,000

円）、その他の留学生については一律、授業料及び教育充実費の半額（440,000

円）を特典とした奨学金制度を行っていた。2021 年度入試においては計 39 名

の入学者を迎えることになり、留学生にとっては魅力のある制度であったと

考えられる。 

2022 年度入試において、前年度から引き続いた新型コロナウイルスの感染

拡大により、入学者の減少が予想されたことから、《表９》奨学金制度をコー

ス別と能力別に区分して本学の留学生に対する期待値及び目標の日本語能力

を示し、日本語学校及び留学生への信頼関係を構築することにした。 

《表９》奨学金制度の見直し 

2021 年度 

対象 減免内容 入学金 授業料 教育充実費 

正 規 生 
 授業料 50％ 

教育充実費 50％  260,000 180,000 
特別留学生 

私費留学生 Ｎ２ 入学金 100％ 200,000   

2022 年度 

対象 減免内容 入学金 授業料 

正 規 生 

福 祉 
Ｎ２ 授業料 40％  208,000 

Ｎ３ 授業料 30％  156,000 

グローバル 
Ｎ１ 入学金 70％ 

授業料 70％ 140,000 364,000 

Ｎ２ 入学金 50％ 100,000 260,000 
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授業料 50％ 

Ｎ３ 入学金 30％ 
授業料 30％ 60,000 156,000 

特別留学生 福 祉 
Ｎ２ 授業料 40％  208,000 

Ｎ３ 授業料 30％  156,000 

私費留学生  Ｎ３ 入学金 100％ 200,000  

（3）高等教育の修学支援新制度（高等教育の無償化）への対応 

2020 年度入学者を対象とした高等教育の修学支援新制度（以下 修学支援）

は来年度の 2022 年度の入学者で３年目となる。この制度は世帯収入ごとに第

Ⅰ区分（約 270 万円）～第Ⅲ区分（約 380 万円）を対象として、入学金と授

業料を減免し、消費税の財源を充当させ、経済的困窮から高等教育機関への進

学を断念しないよう国がサポートする制度である。この制度により高等教育

機関への進学率は上昇したが、４年制大学と専門学校の進学率が上昇し、短期

大学の進学率が減少するという結果を招いている（日本経済新聞 7.19）。 

本学の第Ⅰ区分の減免金額は 720,000 円であり、本学を含みライバルと考

えている近隣の短期大学４校の中での修学支援のバランスを考え、本学への

進学を少しでも有利に働かせるため 2023 年度入学者より《表 10》《表 11》修

学支援の金額を変更することとする。本学は修学支援の対象者割合が全学生

（対象としない留学生、委託訓練生、社会人を除く）の 25％と多く、首都圏

平均 10％及び九州平均 15％（オリエントコーポレーション調べ）を大きく上

回っており、第Ⅰ区分においては 11.6％と、約 10 人に１人が対象となってい

る。《表 12》最低賃金が全国で沖縄に次いで下位２番目という佐賀県や長崎県

は当然ながら世帯収入も全国的に下位である。現在、修学支援の対象の金額は

第Ⅰ区分で 70 万円代であり、近隣の短期大学の中では対象金額が少ない方で

ある。この県で地元進学率の向上を図るためにも、この修学支援の金額変更で

経済困窮者の高校生が入学しやすい環境を整えたいと考える。 

《表 10》近隣の短期大学の無償化の対象金額（第Ⅰ区分による計算） 

短期大学 入学金 授業料 対象金額 

本学 200,000 円 520,000 円 720,000 円 

A 短期大学 200,000 円 650,000 円 820,000 円 

B 短期大学 100,000 円 600,000 円 700,000 円 

C 短期大学 200,000 円 640,000 円 820,000 円 

D 短期大学 220,000 円 680,000 円 840,000 円 

※短期大学の修学支援対象上限額 入学金 250,000 円 授業料 620,000 円 
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《表 11》奨学金制度の見直し 

2022 年度 

 入学金 授業料 教育充実費  

修学支援対象 〇 〇 ✕  

金額 200,000 円 520,000 円 380,000 円  

2023 年度 

 入学金 授業料 教育充実費 施設運営費 

修学支援対象 〇 〇 ✕ ✕ 

金額 200,000 円 620,000 円 180,000 円 100,000 円 

《表 12》令和３年度最低賃金時間額 

都道府県 賃金 

東京 1,041 円 

福岡 870 円 

佐賀 821 円 

長崎 821 円 

沖縄 820 円 

平均額 930 円 

＜２＞入学者予測 

現実的数字として、令和２年度学校基本調査によると、《表 13》佐賀県の 18

歳人口は一時回復を見るが、2028 年度に男女で 8,000 人、女子で再び 4,000

人を割り、その後さらに減少していく。また、《図 14》短期大学進学率は全国

平均よりも佐賀県は若干高くはあるが、過去一度も下げ止まっておらず、今

後、令和３年度（2021 年度）8.27 学校基本調査速報での進学率 4.2％も、12

月末に発表される確定値では更に下がると考えられる。また、将来的には０％

との驚愕の予測を出した大手代理店もあり、この数字も近年の短期大学の募

集状況からは現実味を帯びた数字と言える。 

この客観的事実だけ捉えても、前述の《表６》地域みらい学科の定員を 20

名減少させ 110 名とすることは合理性があり、高等教育の修学支援新制度の

申請の基礎要件である「経営要件を満たすことを示す資料」において、直近３

年度の収容定員充足率 0.80 以上となるためには必要である。 

2022 年度においては、《表 15》入学者予測は最大 72 名、定員充足率は８割

以下の 0.65 ではあるが、2023 年度以降は前述のイに示した方法により以下

の入学者数を予想している。 
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《表 13》佐賀県の 18 歳人口の推移 

 男女 女子 

2021 年度 8,412 人 4,092 人 

2022 年度 8,172 人 3,979 人 

2023 年度 8,077 人 3,945 人 

2024 年度 7,802 人 3,856 人 

2025 年度 8,081 人 3,813 人 

2026 年度 8,174 人 3,937 人 

2027 年度 8,024 人 4,008 人 

2028 年度 7,738 人 3,860 人 

《表 14》全国と佐賀県の短期大学進学率(現役) 

 男女合計 女子のみ 
 全国 佐賀 全国 佐賀 

2019 年度 4.3％ 4.5％ 7.9％ 8.8％ 

2020 年度 4.2％ 4.4％ 7.7％ 8.5％ 

2021 年度 未発表 未発表 

《図 15》今後の入学者と定員充足率の予想 

年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 
日本人 79 77 57 70 

留学生 29 39 15 20 

入学者数（A＋B） 108 116 72 90 

定 員 130 130 110 110 

定員充足率 0.83 0.89 0.65 0.82 

※小数点第３位を四捨五入 

② 学生確保に向けた具体的な取組状況（２つの対策） 

２つの方針、Ⅰ．ブランド戦略と、Ⅱ．学生募集対策の２本柱を軸に組み立

てを考える。 

Ⅰ．ブランド戦略 

佐賀女子短期大学の母体である旭学園は平成 30 年に新たな中長期計画で

ある経営改革計画を策定し、短期大学の今後のビジョンとして、以下を示す

こととした。 

○建学の精神に則り、知力とともに人間力を磨き、変動する現代社会を生き
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抜く力を育成する。 

○地域における短期大学の役割を果たし、地域活性に貢献する。 

この２つのビジョンを達成するために、４つの力（目指す学生像）と２つ

の使命（地域における役割）を打ち出した。これは、「地域みらい学科」だけ

でなく佐賀女子短期大学全体のブランド戦略として、全教職員が一体となっ

て進めていくことで学生募集の強化にも繋げていく。 

＜１＞ビジョンを達成するために育成する４つの力（目指す学生像） 

○女性の社会突破力 

全学生必須科目として「旭の女性とみらい」「キャリア入門」を開講し、

伝統文化やマナー教育など専門職プラスαの佐賀女子短期大学独自の

実践的学習を行う。 

○こどもの未来創造力 

「こども未来学」など、未来の子どもに対し、今何が出来るか、次世代

育成の視点を持つ授業を展開する。特に子育て支援に関する各事業の充

実に取り組む。 

○地域で育む実践力 

「地域みらい学」など地域志向型授業を開講し、連携協定先の自治体・

企業等と協働し、様々な地域課題に実践的に取り組む活動を推進する。 

○グローバル共生力 

韓国とのダブルディグリーをはじめ、「海外インターンシップ」等グロー

バル教育環境を推進し、多様性社会に寄与できる人材育成をする。 

＜２＞ビジョンを達成するための２つの使命（地域における役割） 

○生涯学習の拠点機能の充実・強化 

○リカレント教育の充実・強化 

Ⅱ．学生募集対策 

従来の学生募集対策室の任命時期 1 月～12 月を１カ月前倒し、12 月～翌

年 11 月とすることで、少しでも早く高校生の新２年生、新３年生への募集

対策を行なえるようにした。また、毎週１回の学生募集対策会議、全教職員
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を対象とした月に１回の学生募集会議を招集し、以下に示す＜1＞～＜7＞の

具体的戦略やスケジュールを全教職員に伝えている。 

学生募集対策室だけでなく、全教職員一人ひとりが学生募集を担うことで、

１名でも多く集めるという危機感のもと、確実な学生募集対策を考えること

とした。 

＜１＞特待生選抜試験の告知 

従来のオープンキャンパス（年４回）に、ミニオープンキャンパスを数

回加え、特待生入学試験に特化した説明会も実施する。 

＜２＞専門職×韓国留学・ダブルディグリープログラム募集の佐賀県近隣を超え

た展開 

○大学案内の全国高校（韓国文化研究センターで対象校を 300 校前後に絞

り込み）への送付 

○沖縄の相談会への参加 

＜３＞オープンキャンパスの強化（体験授業の充実） 

○オープンキャンパス４回、ミニオープンキャンパス（特待生説明会）1 回、

WEB オープンキャンパス 2 回で集客力をアップする。 

さらに計 7 回の個別相談会を実施し、来校者一人ひとりに沿った対応で

満足度を図った。3 月中旬には、春のオープンキャンパスを実施予定で早

期化する進路選択に対応する。 

○歩留率アップ（体験授業コンテンツの充実…リハーサルの実施） 

○歩留率アップのために、リーフレットには必ず今年のコンテンツを記載。

７～９月の４回については、内容を毎回変えて実施する。 

また、コロナ禍に対応したオンラインでの開催も実施し、遠隔地（北海道

や中国地方、離島）からの参加を図り、出願に繋がった。 

＜４＞留学生募集の強化 

○訪問日本語学校を増やす。福岡の日本語学校 10 校程度について、グロー

バル教育センターと協力して学校訪問を実施する。９月までに２回を目

標とする。 

○留学生対象相談会への参加（5 月から 11 月まで約 20 回の参加を予定し
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ていたがコロナ感染予防による中止で 10 回の参加。） 

○留学生対象オープンキャンパスを開催（10 月上旬）し、佐賀、福岡の日

本語学校からの集客（佐賀…各校５名、福岡…各校２名を獲得目標） 

〇オープンキャンパス参加校や昨年出願校を中心に指定校制度を導入し、

入学検定料の減免を実施し、出願強化を図った。 

＜５＞高校訪問担当者による担当校出身者の把握・交流 

〇共有サイト上に掲載し、情報共有の充実 

・訪問担当者による、担当校・地域出身学生の理解及び把握に繋げ、高校訪

問時の話題の充実、高校からの信頼感の醸成を図る。 

＜６＞高校訪問時期・回数・内容の確定 

○高校生の進路動向（資料請求、進路調査、決定時期等）及び、高等学校側

の進路指導の時期（進路調査、二者面談、三者面談等）を具体的に調査し

て時期を確定。また、有望校、偏差値、短期大学志願者数、進路指導の状

況等により、高等学校ごとに訪問回数と内容を決めて作成した資料をも

とに訪問を行う。 

＜７＞教員採用試験及び公務員採用試験現役合格をＰＲする。４年制大学に負け

ない現役合格システム（２年間で合格）の充実を説明する。 

○教員採用試験の現役合格 

・佐賀県３名 

・長崎県２名 

○公務員試験の現役合格 

・佐賀県小城市（一般事務）１名 

・佐賀県佐賀市（保育士）１名 

・佐賀県伊万里市（保育士）１名 

・国立病院機構（保育士）１名 

〇現役合格させるためのシステム（プログラム）構築、特に二次面接対策を

実践的に行う。 

＜８＞こども未来学科の取り組み状況 

こども未来学科において、《表 16》2021 年５.１統計時で定員充足率は 0.63
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であり、0.80 に達せず低迷している。本学における学生募集は、常設の募集

対策室が設置され、ここでは各コースからの意見を踏まえながら、その方針

と内容が決定され、毎月おこなわれる全学教授会にて情報等が共有される体

制をとっている。こども未来学科の募集の方針や内容については、そのほと

んどが前述した地域みらい学科と同様（②学生確保に向けた具体的取組状況

を参照）であるが、2022 年度募集においては養護教諭二種免許を取得でき

るコースを新設し、2021 年 11 月 15 日に認可を受けることとなった。九州

では養護教諭養成の短期大学は、福岡県北九州市の九州女子短期大学、福岡

県太宰府市の福岡こども短期大学であり、そして本学を含め３校となる。他

の短期大学は佐賀県からの通学には遠い地区であり、佐賀県の養護教諭の希

望者は本学への入学の希望者が高いと考えている。 

2022 年度については、こども養護コースの新設だけでなく、こども教育

コース、こども保育コースにおいても以下の主な特色と《表 17》資格取得を

前面に出し、別冊のリーフレットを作成し、オープンキャンパス、進学ガイ

ダンス、個別相談会、高校訪問等、多岐に亘る学生募集対策を行ったことが

功を奏し、既に《表 18》学校推薦型選抜試験Ⅰ期後の 12 月 1 日現在の入学

予定者数は 63 名（定員充足率 0.79）と大幅に躍進し、0.80 を超えて 0.91 と

予想を立てている。 

○こども教育コースの主な特色 

・小学校、幼稚園教諭、保育士のトリプルライセンス取得 

・６年連続、小学校教諭現役合格 

・佐賀県教育委員会との連携協定による現役小学校教諭派遣 

○こども保育コースの主な特色 

・認定絵本士の資格取得（全国の短期大学で 34 校）による、絵本に詳しい

幼稚園教諭や保育士を養成 

・３つのユニット（発達支援、子育て支援、保育表現）による高い専門性 

○こども養護コース主な特色（新設） 

・養護教諭、幼稚園教諭、保育士のトリプルライセンス取得 

・幼稚園、認定こども園、小学校、中学校、高校、特別支援学校など幅広い

就職が可能 
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《表 16》2021 年度 こども未来学科の在籍者数（2021.5.1 統計） 

学科 コース １年生 ２年生 計 

こども未来 
こども教育 17 17 34 

こども保育 40 26 66 

計 57 43 100 

入学定員 80 80 160 

充足率 0.71 0.54 0.63 

※小数点第３位を四捨五入 

《表 17》こども未来学科の取得可能な免許・資格 

学科 コース 免許・資格 

こども未来 

こども教育 

小学校教諭二種 
幼稚園教諭二種 
保育士 
社会福祉主事任用資格 
子ども発達支援士（基礎） 
ピアヘルパ―（受験資格） 

こども保育 

幼稚園教諭二種 
保育士 
社会福祉主事任用資格 
認定絵本士 
子ども発達支援士（基礎） 
子育てサポート基礎資格（本学認定） 
保育表現技術認定資格（本学認定） 
レクリエーション・インストラクター 

こども養護 

（新設） 

養護教諭二種免許 
幼稚園教諭二種免許 
保育士 
社会教育主事任用資格 
子ども発達支援士（基礎） 
ピアヘルパ― 

《表 18》こども未来学科の入学予想 

学科 コース 12.1 現在 12.2～入試予想 入学者予想 

こども未来 

こども教育 14 3 17 

こども保育 21 2 23 

こども養護 28 5 33 

計 63 10 73 

入学定員 80  80 

充足率 0.79  0.91 

※小数点第３位を四捨五入 
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（２）人材需要の動向等社会の要請 

①人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要） 

〇建学の精神を基に、各学科・コースでアドミッションポリシー、カリキュ

ラムポリシー、ディプロマポリシーについて、募集要項、学生便覧等で全

学生に周知している。 

〇社会が要請するキャリア教育を全学科共通必修科目「キャリア入門」とし

て開設している。 

〇資格取得のための実習・インターンシップ等を通して、社会人として「働

く」ことの意味を深めるよう指導している。既定の実習のほかに学生が自

発的に行う自主実習でも同様である。 

〇学生が自らの学びの成果を蓄積し整理し振り返ることができるポートフォ

リオ作成を実施している。 

②上記①が社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの

客観的な根拠 

＜１＞就職相談支援体制について 

各学科や事務部門の代表者で運営するキャリア支援センターを設置し、支

援内容の標準化や効率化をはかり、質の高い就職支援に努めている。１年次

後期より、就職ガイダンスを複数回実施し、就職についての意識付けから、

就職活動、内定者を対象としたセミナー等を行っている。 

また、佐賀女子短期大学では、コースごとに担当教員を配置するアドバイ

ザー制度を導入していたが、よりきめ細やかな学生指導及び就職指導を行え

るように、平成 29 年度よりコース内の学生をより細分化し指導する“指導教

員制度”を導入し、より一層の支援体制を整えている。１年次前期には“指導

教員”による学生との個人面談で学修・生活指導のほか、卒業後の就職等につ

いての相談を行っており、その情報は事務部門とも共有し双方からの支援が

行えるようにしている。２年次前期には保護者会も実施し、保護者との関係

性もきちんと築いた上で学生指導を行っている。 

事務局では、学生支援課が就職支援を担当。同じスタッフが入学から卒業

まで一貫して学生に関わり、学生生活全般の支援を行うことにより、就職満

足度の向上を目指している。就職先開拓については平素から、インターンシ
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ップ等を通して企業等との交流を頻繁に行っている。また、毎年県内外の事

業所へアンケート等を依頼し、本学の教育内容についてのヒアリングを行っ

ている。こうした活動の一つひとつが就職先開拓と同様の意味を持ち、就職

の選択肢は自ずと拡がっていく状況にある。 

また、ハローワークによる就職ガイダンスや、学内就職相談会を毎月行う

などハローワークとの連携を密にし、求人情報を得やすい環境づくりに努め

ている。 

＜２＞卒業後の進路について 

佐賀女子短期大学の場合、保育士・幼稚園教諭（こども未来学科）、介護福

祉士（福祉とソーシャルケアコース）等の専門職としての就職が中心である

が、地域みらい学科の就職に関しては一般企業及び事業所が中心である。昨

今の新型コロナウイルス感染拡大の影響から、業種（観光・ホテル業等）に

よっては採用意欲が低下し求人票の数も若干減少したが、過去３年間の進路

状況（資料３－１～３－３）に示すとおり、100％～97％内の高い進路決定

率となっている。 

また、地元佐賀県は企業誘致を積極的に行っており、特に IT 関連の企業

の進出が多くなっている。人材確保の観点から、進出希望企業の多くは進出

前に本学地域みらい学科の状況についてヒアリングに来られる。その際、学

科の方針等に共感していただくことも多く、実際数名の学生が採用して頂い

ている。今年度はコロナ禍の影響も多少回復し、求人数も戻りつつあること

から、今後も十分な就職先の確保は可能と考える。 
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入学定員・入学者数の27年間の推移

Ｈ7 Ｈ8 Ｈ9 Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 R2 R3

健康福祉 228 216 210 193 178 155 104 118 116 152 123 117 77 63 50 81 65 53 63 32 53 39 108 72 119 108 116

こども 201 193 202 186 165 176 158 184 194 204 210 155 117 129 91 108 105 86 110 94 88 75 82 54 71 44 57

キャリアデザイン 121 92 97 76 62 41 73 50 45 32 36 29 34 67 74 68 54 81 58 50 47 55

入学者　合計 550 501 509 455 405 372 335 352 355 388 369 301 228 259 215 257 224 220 231 176 188 169 190 126 190 152 173

定　　　　 員 500 500 500 500 500 500 500 450 410 370 370 370 370 345 345 325 300 300 300 300 230 230 230 230 210 210 210

定員充足率 110.0% 100.2% 101.8% 91.0% 81.0% 74.4% 67.0% 78.2% 86.6% 104.9% 99.7% 81.4% 61.6% 75.1% 62.3% 79.1% 74.7% 73.3% 77.0% 58.7% 81.7% 73.5% 82.6% 54.8% 90.5% 72.4% 82.4%

佐賀女子高（内数） 93 93 107 98 133 116 87 116 123 119 120 93 76 72 49 69 69 56 77 61 50 43 55 37 41 41 23

佐賀女子高の割合 16.9% 18.6% 21.0% 21.5% 32.8% 31.2% 26.0% 33.0% 34.6% 30.7% 32.5% 30.9% 33.3% 27.8% 22.8% 26.8% 30.8% 25.5% 33.3% 34.7% 26.6% 25.4% 28.9% 29.4% 21.6% 27.0% 13.3%

（単位：人）

健康福祉＋キャリア →地域みらい　
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10年間の推移（入学者数・定員・定員充足率）
Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ3

食とヘルスマネジメント 34 27 31 16 37 28 28 16 20 22 12 H29
内訳(付属） 12 11 11 8 18 16 14 9 9 12 食物栄養 → 食とヘルスマネジメント
内訳(付属以外）※留学生含む 22 15 18 7 19 12 14 5 7 9 9 Ｒ４
内訳(社会人・委託訓練生） 1 2 1 2 4 1 3 募集停止
付属の比率 0.35 0.41 0.35 0.50 0.49 0.57 0.50 0.56 0.45 0.55 0.00

定員 40 40 40 40 30 30 30 30 30 30 30
定員充足率 0.85 0.68 0.78 0.40 1.23 0.93 0.93 0.53 0.67 0.73 0.40

福祉とソーシャルケア 31 26 32 16 16 11 11 8 32 34 44 H29
内訳(付属） 10 15 19 8 7 7 5 5 6 8 4 介護福祉 → 福祉とソーシャルケア
内訳(付属以外）※留学生含む 4 3 4 4 3 3 5 3 24 25 40
内訳(社会人・委託訓練生） 17 8 9 4 6 1 1 2 1
付属の比率 0.32 0.58 0.59 0.50 0.44 0.64 0.45 0.63 0.19 0.24 0.09

定員 40 40 40 40 30 30 30 30 30 40 40
定員充足率 0.78 0.65 0.80 0.40 0.53 0.37 0.37 0.27 1.07 0.85 1.10

健康とホスピタリティ 0 0 0 0 0 0 31 21 19 0 0 Ｒ２
内訳(付属） 3 1 3 募集停止
内訳(付属以外）※留学生含む 28 19 16
内訳(社会人・委託訓練生） 1
付属の比率 0.10 0.05 0.16

定員 30 30 30
定員充足率 1.03 0.70 0.63

韓国語文化 0 0 0 0 0 0 0 0 0 26 38 Ｒ２
内訳(付属） 2 2 新設
内訳(付属以外）※留学生含む 24 36
内訳(社会人・委託訓練生）
付属の比率 0.08 0.05

定員 30 30
定員充足率 0.87 1.27

グローバル共生ＩＴ 54 81 58 50 47 55 38 27 48 26 22 Ｈ29
内訳(付属） 18 15 15 10 7 6 4 1 7 11 6 キャリアデザイン → 健康とホスピタリティ → 韓国語文化
内訳(付属以外）※留学生含む 34 66 43 40 40 48 34 26 41 15 16 グローバル共生 グローバル共生
内訳(社会人・委託訓練生） 2 1
付属の比率 0.33 0.19 0.26 0.20 0.15 0.11 0.11 0.04 0.15 0.42 0.27

定員 100 100 100 100 70 70 40 40 40 30 30
定員充足率 0.54 0.81 0.58 0.50 0.67 0.79 0.95 0.68 1.20 0.87 0.73

こども教育 37 38 40 33 28 17 27 13 26 17 17 Ｈ27
内訳(付属） 7 4 1 3 5 4 4 3 こども学 → こども教育
内訳(付属以外）※留学生含む 29 38 36 31 24 17 22 9 22 14 16
内訳(社会人・委託訓練生） 1 1 1 1
付属の比率 0.19 0.00 0.10 0.03 0.11 0.00 0.19 0.31 0.15 0.18 0.00

定員 40 40 40 40 30 30 30 30 30 30 30
定員充足率 0.93 0.95 1.00 0.83 0.93 0.57 0.90 0.43 0.87 0.57 0.57

こども保育 68 48 70 61 60 58 55 41 45 27 40 Ｈ27 → こども保育
内訳(付属） 22 15 28 34 15 14 24 15 12 9 11 乳幼児保育
内訳(付属以外）※留学生含む 38 28 36 24 41 39 25 20 28 16 23
内訳(社会人・委託訓練生） 8 5 6 3 4 5 6 6 5 2 6
付属の比率 0.32 0.31 0.40 0.56 0.25 0.24 0.44 0.37 0.27 0.33 0.28

定員 80 80 80 80 70 70 70 70 50 50 50
定員充足率 0.85 0.60 0.88 0.76 0.86 0.83 0.79 0.59 0.90 0.54 0.80

入学者計 224 220 231 176 188 169 190 126 190 152 173

内訳(付属） 69 56 77 61 50 43 55 35 41 45 23
内訳(付属以外）※留学生含む 127 150 137 106 127 119 128 82 138 103 140
内訳(社会人・委託訓練生） 28 14 17 9 11 7 7 9 11 4 10
付属の比率 0.31 0.25 0.33 0.35 0.27 0.25 0.29 0.28 0.22 0.30 0.13

定員 300 300 300 300 230 230 230 230 210 210 210
定員充足率 0.75 0.73 0.77 0.59 0.82 0.73 0.83 0.55 0.90 0.72 0.82

資料2
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資料3-1

コース
区分

卒 業 生 数 17 30 16 22 26 46 157 ―

進 路 希 望 者 17 28 16 17 26 44 148 ―

学 校 6 9 15 10.3

幼 稚 園 1 2 3 2.1

認 定 こ ど も 園 1 1 10 12 8.2

保 育 園 4 8 26 38 26.1

施 設 等 3 27 1 1 4 3 39 26.7

給食受託会社 3 3 2.1

一 般 企 業 2 3 10 15 10.3

病 院 2 1 5 1 1 2 12 8.2

公務員（嘱託含） 1 1 1 1 1 5 3.4

進 学 1 2 1 4 2.7

進 路 決 定 者 17 28 16 15 26 44 146 ―

未 定 0 0 0 2 0 0 2 ―

進 路 決 定 率 100.0 100.0 100.0 88.2 100.0 100.0 98.6 ―

非 就 職 希 望 者 0 2 0 5 0 2 9 ―

コース
区分

佐 賀 県 14 28 11 5 14 34 106 72.6

福 岡 県 2 1 4 4 3 14 9.7

長 崎 県 1 3 3 4 4 15 10.3

熊 本 県 1 1 1 3 2.1

宮 崎 県 1 1 0.7

鹿 児 島 県 1 1 0.7

東 海 1 1 0.7

関 東 1 3 4 2.7

外 国 1 1 0.7

計 17 28 16 15 26 44 146 100.0

注1）　すべての欄に臨時採用、契約採用者を含む。

令和２年度卒業生地区別進路状況

食とﾍﾙｽ
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

福祉と
ｿｰｼｬﾙｹｱ

健康と
ﾎｽﾋﾟﾀﾘﾃｨ

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ
共生

こども
教育

こども
保育

合計 率

2021/5/1

令和２年度卒業生進路状況一覧表

食とﾍﾙｽ
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

福祉と
ｿｰｼｬﾙｹｱ

健康と
ﾎｽﾋﾟﾀﾘﾃｨ

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ
共生

こども
教育

こども
保育

全体 率
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資料3-1

学校

10.3%
幼稚園

2.1%

認定こども園

8.2%

保育園

26.1%施設等

26.7%

給食受託会社

2.1%

一般企業

10.3%

病院

8.2%

公務員（嘱託含）

3.4%
進学

2.7%

令和２年度卒業生進路状況

佐賀県

72.6%

福岡県

9.7%

長崎県

10.3%

熊本県

2.1%

宮崎県

0.7%

鹿児島県

0.7%

東海

0.7%
関東

2.7%
外国

0.7%

令和２年度卒業生地区別進路状況
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資料3-2

コース
区分

卒 業 生 数 13 7 21 29 11 34 115 ―

進 路 希 望 者 11 7 21 24 11 29 103 ―

学 校 6 3 9 8.7

幼 稚 園 1 1 2 1.9

認 定 こ ど も 園 2 2 11 15 14.6

保 育 園 2 4 15 21 20.5

施 設 等 1 6 1 1 9 8.7

給食受託会社 7 7 6.8

一 般 企 業 1 1 4 18 1 25 24.3

病 院 8 1 9 8.7

図書館・博物館 2 2 1.9

公務員（嘱託含） 1 1 1.0

進 学 3 3 2.9

進 路 決 定 者 11 7 21 24 11 29 103 ―

未 定 0 0 0 0 0 0 0 ―

進 路 決 定 率 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 ―

非 就 職 希 望 者 2 0 0 5 0 5 12 ―

コース
区分

佐 賀 県 8 6 13 16 6 22 71 68.9

福 岡 県 1 4 4 1 10 9.8

長 崎 県 1 1 2 1 4 9 8.7

熊 本 県 1 1 2 1.9

大 分 県 1 1 2 1.9

宮 崎 県 2 1 3 2.9

沖 縄 県 1 1 1.0

関 西 1 1 1.0

東 海 1 1 1.0

関 東 1 1 2 1.9

外 国 1 1 1.0

計 11 7 21 24 11 29 103 100.0

注1）　すべての欄に臨時採用、契約採用者を含む。

こども
教育

率
こども
教育

令和元年度卒業生地区別進路状況

食とﾍﾙｽ
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福祉と
ｿｰｼｬﾙｹｱ

健康と
ﾎｽﾋﾟﾀﾘﾃｨ

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ
共生

こども
保育

合計

2020/5/1

令和元年度卒業生進路状況一覧表
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ﾎｽﾋﾟﾀﾘﾃｨ

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ
共生

こども
保育

全体 率
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資料3-2

学校

8.7%
幼稚園

1.9%

認定こども園

14.6%

保育園

20.5%

施設等

8.7%

給食受託会社

6.8%

一般企業

24.3%

病院

8.7%

図書館・博物館

1.9%
公務員（嘱託含）

1.0%

進学

2.9%

令和元年度卒業生進路状況

佐賀県

68.9%

福岡県

9.8%

長崎県

8.7%

熊本県

1.9%

大分県

1.9%

宮崎県

2.9%

沖縄県

1.0%

関西

1.0%
東海

1.0%

関東

1.9% 外国

1.0%

令和元年度卒業生地区別進路状況
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資料3-3

コース
区分

卒 業 生 数 27 11 28 38 26 50 180 ―

進 路 希 望 者 24 11 27 32 26 47 167 ―

学 校 12 1 8 21 12.7

幼 稚 園 4 4 2.4

認 定 こ ど も 園 6 9 15 9.0

保 育 園 3 10 29 42 25.4

施 設 等 6 9 1 2 18 10.8

給食受託会社 10 10 6.0

一 般 企 業 2 1 7 23 1 34 20.5

団 体 ・ 組 合 1 1 1 3 1.8

病 院 1 6 1 8 4.8

図書館・博物館 2 2 1.2

公務員（嘱託含） 1 1 0.6

進 学 2 1 4 1 8 4.8

進 路 決 定 者 24 11 27 31 26 47 166 ―

未 定 0 0 0 1 0 0 1 ―

進 路 決 定 率 100.0 100.0 100.0 96.9 100.0 100.0 99.4 ―

非 就 職 希 望 者 3 0 1 6 0 3 13 ―

コース
区分

佐 賀 県 13 8 21 17 12 32 103 62.4

福 岡 県 7 1 2 2 9 1 22 13.4

長 崎 県 2 2 3 3 7 17 10.3

熊 本 県 1 1 1 3 1.8

大 分 県 2 2 1.2

宮 崎 県 1 1 1 3 1.8

沖 縄 県 1 1 0.6

四 国 地 方 1 1 0.6

関 西 1 1 2 1.2

東 海 1 1 2 1.2

関 東 2 4 6 3.6

外 国 3 3 1.8

計 24 10 27 31 26 47 165 100.0

2019/5/1

平成30年度卒業生進路状況一覧表

食とﾍﾙｽ
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

福祉と
ｿｰｼｬﾙｹｱ

健康と
ﾎｽﾋﾟﾀﾘﾃｨ

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ
共生

こども
保育

全体 率

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ
共生

こども
保育

合計

注1）　すべての欄に臨時採用、契約採用者を含む。

こども
教育

率
こども
教育

平成30年度卒業生地区別進路状況
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資料3-3
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平成30年度卒業生進路状況
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福岡県

13.4%
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1.8%
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1.2%
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1.8%
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0.6%

四国地方
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1.2%
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1.2%
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外国
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平成30年度卒業生地区別進路状況
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フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

― 学長
田口
タグチ

　香津子
カ ヅ コ

＜平成30年4月＞

文学士
佐賀女子短期大学長

（平成30年4月～令和4年3月）

（注）　高等専門学校にあっては校長について記入すること。

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

別記様式第３号（その１）

教 員 名 簿

年齢
調書
番号

役職名
現　職

（就任年月）

学 長 の 氏 名 等

保有
学位等

月額基本給
（千円）

教員名簿-1
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